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いは、社会学が誕生してから現在にいたるまで、解くべき大きな探究課題の 1 つであった。 
 Comte はフランス革命後の社会の混乱を目の前にして、新たな社会の編成原理を探究した
（Comte 1854; 富永 2008）。Durkheim は Comte が考察の対象とした約半世紀後のフランス
社会に生き、産業化にともなう社会関係の変容を議論しながら、産業社会にふさわしい社
会秩序のありかたを探究した（Durkheim 1893, 1897; 宮島 1977）。19 世紀のみならず、20
世紀においても社会変動と社会秩序の関係は問われ続ける。たとえば、Giddens (1990)はグ
ローバル化が進む社会の中で、再帰性という概念を軸に、現代社会の秩序原理の解明を目







 社会変動と社会秩序の関係を探究した研究者は数多くおり（他にも、Parsons 1951, 1966; 


























































表 1.1 二人囚人のジレンマゲーム 
 協力 非協力 
協力 R, R S, T 
非協力 T, S P, P 





























Kanazawa, Suzuki, Takikawa 2013）。 
 まず、人間関係が固定的な社会における秩序形成メカニズムを解明した研究の知見を述
べる。これらの研究の知見をまとめると、人間関係が固定的な場合、①付き合いの長さ（e.g. 












































































約機能については、Simmel が先駆的なかたちで 20 世紀初頭に議論したのち（Simmel 1908; 








ともロバストな規定因なのである（Pruitt and Kimmel 1977; Dawes 1980; Kollock 1998）。信





































 信頼が必要となる社会状況では、次の 2 種類の行為者が存在する。 
































Uβ(B) > Uβ(A) > Uβ(C) 
ここで、β は信頼者を意味する。 
 信頼者が置かれた状況と被信頼者が置かれた状況を組み合わせると、信頼ゲームと呼ば
れるゲームになる 2。信頼が必要となる社会状況は、次の 2 つの点で人間関係が流動的な社




















 その理由は次の 2 点である。第一に、先行研究との連続性である。信頼についての理論
研究や経験的研究の多くは、信頼を認知的なものとして扱っている（e.g. Luhmann 



















                                                        


































































































































カプセル化された自己利益として信頼をとらえる Hardin の考え方の特徴は次の 3 点であ
る。第 1 点は、行為者の信頼を可能にするのは、被信頼者の信頼性であるというものであ
る。先の例でもわかるように、行為者がある他者を信頼するのは、自身の信頼が裏切られ
ないと確信できるときのみなのである。第 2 点は、信頼を 3 項関係として捉えるというも
のである。この見方では、信頼は信頼者、被信頼者、信頼の焦点となっている事柄 X とい
う 3 つで構成されると考える。先の例でいえば、A が信頼者、B が被信頼者、X がお金の貸
し借りである。カプセル化された自己利益として信頼をとらえる場合、そこで説明対象と
なるのは、特定の事柄 X についての、特定の他者 B に対する、信頼者の信頼である。つま
り、ここで説明されているのは、文脈が特定化された状況における信頼なのである。先の
例で言えば、お金の貸し借りという点では A は B を信頼するかもしれないが、デートで割







                                                        


















































































































































































































































































































































                                                        














































る場合、プレイヤーは財 1 単位あたりv (v > 2)の効用 9を得るが、財 1 単位を供出している
ので、最終的な効用はv-1 となる。自分が財を提供したけれども、相手が財を提供しない場




用は 0 となる。 





財を提供する（C） v－1, v－1 －1  ,  v 
財を提供しない（D） v   , －1 0  ,  0 














                                                        
8 信頼関係で得られる財の効用の基準化のために、コミットメント関係から得られる財の効
用を 1 とした。 
9 信頼関係における相互協力の効用 v-1 がコミットメント関係から得られる効用 1 よりも大











頼協力戦略は εCの確率で、信頼非協力戦略は εD の確率で、相手の信頼性を見誤るという状
況を考える。この場合、信頼協力戦略は εC(1-εD)の確率で、信頼非協力戦略と信頼関係に形
成してしまう。以上の議論をもとに、利得行列を導出すると、表 2.2 のようになる。 
表 2.2 見極めエラーのある場合の信頼進化ゲームの利得行列 
 TC TD Co 
TC (1－εC)2(v－1), (1－εC)2(v－1) －εC(1－εD), εC(1－εD)v 0   ,   0 
TD εC(1－εD)v  , －εC(1－εD) 0   ,    0 0   ,   0 
Co 0     ,     0 0   ,    0 1   ,   1 
 ここで、この 3 つの戦略の局所的安定性を考える。戦略の局所的安定性とは、ある戦略
が人口集団中のシェアの全体を占めている中に極めて少数の他の戦略が侵入してきたとき
に、その戦略がシェアを増やしていけるかどうかを判定する方法である（金井・小林・大
浦 2007）。人口集団のシェアの全体を占めている戦略を i とすると、i 以外のすべての j に
ついて uii > uji が成立すれば、戦略 i は安定的である。すなわち、戦略 i はシェアを維持し続
けることができる。いっぽう、i 以外のある j について uii < uji が成立すれば、戦略 j が侵入
し、戦略 i の占めていたシェアは減少していく（大浦 2008）。 
 コミットメント戦略・信頼協力戦略・信頼非協力戦略の局所安定性を解析した結果、図
3.1 のようになった。この結果は以下の 3 点にまとめることができる。 
 





















































































                                                        
10 2 つの戦略の利得が等しい場合、中立的という。 






























いる。これらの研究は日本とアメリカで行われたものであるが、Gheorghiu, Vingnoles and 












すいので、特定化信頼の 1 つとみなすことができるからである。 































                                                        



















の経験的知見との適合性という 3 つの観点から、各理論を評価してきた（表 2.3）。 
 
表 2.3 各理論の評価 
 ①説明対象となる 
信頼の種類 
②相互協力促進   
メカニズム 

































































































現象を分析する。ここでは、個人の地位・教育達成（e.g. Coleman 1990; Lin 1999, 2002）や
健康状態（e.g. Kawachi and Kennedy 2002; Kawachi, Subramanian and Kim 2008）というミクロ
な現象から、企業の業績（e.g. Burt 1992, 2005）という組織レベルの現象、自治体や国の政








                                                        
13 社会関係資本にかかわる研究をレビューした代表的な論文として、Portes (1998), 
Woolcock (1998), Lin (1999), Sato (2013)などがある。加えて、Halpern (2005)は社会関係資本
がもたらす政治的・経済的・社会的便益や、社会関係資本をうみだす要因をわかりやすく































                                                        
14 金光（2003）は本研究とは異なった方向で、社会関係資本論の系譜をまとめている。 
15 ただし、Hanifan(1917)以降の社会関係資本研究は、彼の問題意識を意識的に継承したわ











































になって、Lin (2002)や Burt (2005)といった社会関係資本論に結実していく。 
 以上、その基礎となった研究を中心に社会関係資本論の系譜を簡単に示したが、この系




 第 1 点目の特徴は学際性である。社会関係資本論の基礎となった研究は、社会学と他の
研究分野の境界で展開されている。Hanifan (1917), Bourdieu (1986), Coleman (1990)の流れで
いえば、教育学（教育経済学）と社会学の境界で展開されている。ここでは、個人の学歴
（人的資本）獲得という教育学・教育経済学の主要テーマを、集団内の緊密なネットワー










































































社会関係資本論はその分析単位のレベルで大きく 2 つに分類できる 19（金光 2003; Lin 




るものである。この視点を取る代表的な研究は、Hanifan (1917)、Bourdieu (1986)、Coleman 



















象となる。Lin (2001, 2002)によれば、個人レベルの社会関係資本論の分析上の課題は次の 2
つである。すなわち、第一の課題は「個々のアクターが社会関係にどのように投資するの








































































1992, 2005; Granovetter 1973）、閉鎖的なネットワークは規範や相互信頼が形成されるのに












































今までの議論をまとめると、争点 1 は(2)の特定化を、争点 2 は(1)もしくは(3)の特定化を、











に影響をあたえると考えているのである。たとえば、Burt and Knetz (1995)は、密で閉鎖的
なネットワークにいると成員への信頼が高まり、そして、成員への信頼が高いことで企業







係資本にかかわる研究の一部にも受け継がれている（e.g. 稲葉編 2008; 稲葉ほか編 2011）。
この立場に依拠するのであれば、社会的ネットワークと信頼は社会関係資本を構成する要
素であり、その間には（相関関係はあるものの）因果関係は仮定されない。 






































の信頼の水準が協力行動を決定するという図式をとっている（Buskens 2002; Macy and 
Skvoretz 1998; Macy and Sato 2002; Sato 1999）。また、互酬性の規範にしても、プレイヤー


































































































































し、高い信頼の水準を示す（Burt and Knetz 1995; Burt 2005）。また、社会心理学実験をもち
いた研究でも、被信頼者と長期的関係を保持する場合、被信頼者に対する信頼の水準が高


















































                                                        
23 接触理論に関する実証研究の蓄積から、外集団の成員との接触が（1）社会的・制度的に
支持され、（2）対等な地位のもとで、（3）互いの協働を志向する形で、（4）十分な時間








































































知見を支持している（Brehm and Rahn 1997; Paxton 2007）。いっぽう、Putnam (1993)の知見
を支持しない研究も存在している。Knack and Keefer (1997)は国家を単位とした分析の中で、
自発的結社の数が国レベルでの一般的信頼の水準を予測できないことを示している。また、
個人レベルの分析についていえば、Stolle (2001)や Uslaner (2002)は自発的結社の参加経験が
個人の一般的信頼の水準に影響を与えないことを示している。 
居住地域の人種構成の影響についても、明確な結果が得られていない（Smith 2010; Portes 
and Vickstrom 2011）。Putnam (2007)は、人種構成が多様な地域に住む住民は、そうでない
住民に比べ、一般的信頼の水準が低いことを示した。いくつかの研究でも同様な結果が得






















































図 3.4 複合型仮説の論理構造 




















































が高まると主張する。複合型仮説を検証した研究はほとんどないのだが、Stolle, Soroka and 
Johnston (2008)や稲垣（2014）では、複合型仮説を支持する結果が得られている。 

























































































































結束型仮説 ◯ × 
橋渡し型仮説 × ◯ 







が居住地域で取り結んでいる社会的ネットワークに着目する。これは Coleman (1988, 1990)



































検証の際に、本研究は次の 2 つのアプローチを採用する。 
56 
 



















 以下では、3 つの仮説の経験的検証にかかわる章の見取り図を簡単に述べる。第 4 章は、
個人の一般的信頼を測定する質問項目の測定内容を検討することをつうじて、結束型仮
説・橋渡し型仮説・複合型仮説のうち、どの仮説が人々のもつ一般的信頼の意味内容をよ











































当初はRosenberg (1956)の「他者に対する信用尺度（scale of faith in people）」28の 1 項目に
                                                        
27 この質問項目は「日本人の国民性調査」で使用されているものである。 
















Glaezer et al. (2000) は実験研究をおこなうことで、信頼ゲームにおける信頼行動と一般的信
頼項目の反応が関連しないことを明らかにした。また、Ermisch et al. (2009)は、無作為に抽
出されたイギリス国民に対し、コンピュータ端末をつかって信頼ゲームをさせたところ、





用心深さという異なる要素が含まれている（Miller and Mitamura 2003）。この場合、ある回
答者は他者への信頼に、他の回答者は他者に対する用心深さに反応して、選択肢を選択す







他者を含む他者一般が想定される（e.g. 山岸 1998; Uslaner 2002, 2008）。しかし、そのよう
な想定に反し、一般的信頼項目が測定している「たいていの人」は回答者の周囲の個人で
あると主張する研究もある（Sturgis and Smith 2010; Delhey, Newton and Welzel 2012）。つま
り、一般的信頼項目は他者一般への信頼を測定していると想定していたにもかかわらず、
身近な他者への信頼という特定化信頼を測定している可能性があるのである。 







                                                        


























の測定内容を経験的に明らかにしようとしている。Delhey, Newton and Welzel (2012)は世界



















 Delhey, Newton and Welzel (2012)は相関分析をおこなうことで一般的信頼項目が（ある文

























る。Uslaner (2002)と Sturgis and Smith (2010)はほぼ同じ方法を用いているのにもかかわらず、
まったく逆の結果が得られている。Sturgis and Smith (2010)が主張しているように、回答者
が答えた「たいていの人」を分類するコーディング方法が統一されない限り、このアプロ
ーチをもとに一般的信頼の測定内容を明らかにするのは難しい。 































































表 4.1 各仮説が想定する一般的信頼の意味内容と社会参加・団体参加のパターン 
 結束型仮説 橋渡し型仮説 複合型仮説 





肯定的 肯定的 肯定的 
近隣住民への信頼の 
水準 
高い 低い 高い 
地域にかかわる    
社会参加・団体参加 
参加 不参加 参加 
多様な他者とかかわる
社会参加・団体参加 
不参加 参加 参加 
本研究は近隣住民への信頼、社会参加・団体参加のパターンから、一般的信頼項目の意




























 調査地域 ：関東甲信越の自治体から無作為に抽出された 50 自治体 32 
 調査対象者：上記地域在住の 40～79 歳の男女 3000 名 
 抽出方法 ：各自治体から 60 名を系統抽出 
 調査方法 ：郵送法 
 調査期間 ：2012 年 3 月～4 月 
 有効回収率：49.6％（1487 名） 
 
                                                        
31 この調査は、平成 22 年度～平成 24 年度科学研究費補助金基盤研究(B)「地域間格差と個
人間格差の調査研究：ソーシャルキャピタル論的アプローチ」(研究代表者：辻竜平)の一環
として行われたものである。 

































                                                        
































































                                                        
37 潜在クラス分析および多項ロジット潜在クラス回帰分析は、Latent Gold4.5 を使用して行
った。 
38 潜在クラスの数を確定することで、回答者を分類するカテゴリー数が確定する。たとえ
ば、潜在クラスの数を 4 にした場合には、回答者は 4 つのカテゴリー（類型）に分類され
ることになる。 
割合（％） N（基数） 割合（％） N（基数）
性別























孤立 4.7 774 5.3 1426
情緒的サポート












表 4.4 潜在クラス数の決定 
 
次に、推定された 4 クラスモデル（表 4.5）をもとに、回答者の類型を確認していく。 
表 4.5 潜在クラス分析の結果 39 
 
(1) 一般的信頼者 
                                                        




L2 df p-value BIC
1クラス 1335.551 502 0.000 -2015.712
2クラス 695.036 492 0.000 -2589.469
3クラス 565.050 482 0.005 -2652.697
4クラス 492.472 472 0.250 -2658.516
5クラス 447.022 462 0.680 -2637.209
6クラス 418.870 452 0.860 -2598.602
7クラス 391.747 442 0.960 -2558.967
8クラス 355.681 432 1.000 -2528.274
9クラス 334.366 422 1.000 -2482.831









クラス構成割合 27.6% 19.6% 31.3% 21.4%
他者への信頼
一般的信頼 65.9% 65.8% 78.6% 17.6%
近隣住民への信頼 77.1% 83.2% 99.0% 14.5%
社会参加
近所の清掃活動への参加 74.7% 91.2% 18.1% 23.8%
ごみ出しの監視への参加 73.2% 83.6% 26.2% 26.3%
ボランティア活動への参加 66.0% 17.8% 1.2% 3.4%
団体参加
地縁団体への所属 93.6% 62.3% 42.7% 38.3%
趣味の会への所属 75.2% 41.5% 34.2% 20.6%
ボランティア組織への所属 82.9% 1.0% 8.3% 6.0%




















































クラスに対する独立変数の効果を推定できる（Vermunt and Magidson 2005）。たとえば、ク
ラス 1 を対象にする場合、「平均的な回答者と比較した場合、独立変数の値が変化するこ
とで、クラス 1 になりやすく（にくく）なる」という解釈が可能になる。このように、Effect 
Codingをもちいた多項ロジット潜在クラス回帰分析は、潜在クラスと独立変数の間の関係を
探索的に分析する場合に、好適な方法といえる。 
 以上の議論をもとに、4 つの潜在クラスを従属変数、社会的属性を独立変数にして、Effect 
Coding をもちいた多項ロジット潜在クラス回帰分析を行った。表 4.6 をもとに、各潜在クラ
スに影響を与える個人属性をまとめると、次のようになる。 
(1) 一般的信頼者 
































表 4.6 多項ロジット潜在クラス回帰分析の結果 
 
S.E. S.E. S.E. S.E.
切片 -2.026 2.596 0.900 0.925 0.320 0.908 0.806 0.880
性別
　男性 0.059 0.090 0.053 0.086 -0.107 0.110 -0.005 0.100
年代
　40代 -0.877 ** 0.320 0.407 * 0.185 0.156 0.239 0.315 0.211
　50代 -0.481 * 0.217 -0.034 0.155 0.454 * 0.194 0.061 0.179
　60代 0.453 ** 0.164 -0.153 0.138 -0.306 † 0.177 0.007 0.155
　70代 0.905 *** 0.196 -0.220 0.173 -0.303 0.215 -0.383 † 0.227
学歴
　中卒 -0.347 † 0.187 -0.216 0.192 0.499 * 0.224 0.063 0.228
　高卒 -0.143 0.139 -0.041 0.131 0.178 0.170 0.005 0.147
　専門学校卒 0.285 0.195 0.077 0.193 -0.549 † 0.299 0.186 0.197
　短大卒以上 0.204 0.171 0.180 0.157 -0.129 0.203 -0.255 0.183
世帯収入
200万未満 -0.292 0.238 -0.236 0.216 0.672 ** 0.241 -0.144 0.253
200～400万 0.112 0.143 -0.217 0.140 0.106 0.171 0.000 0.161
400～800万 -0.178 0.164 0.165 0.142 -0.136 0.178 0.149 0.167
800万以上 0.357 † 0.192 0.288 † 0.172 -0.641 * 0.270 -0.005 0.212
職業
有職 -0.043 0.101 -0.176 † 0.100 0.069 0.125 0.150 0.115
居住地
市部 -0.226 † 0.123 -0.235 * 0.116 0.377 * 0.158 0.083 0.132
町部 -0.030 0.141 0.281 * 0.130 -0.288 0.193 0.037 0.159
村部 0.255 † 0.138 -0.046 0.131 -0.089 0.179 -0.120 0.155
道具的サポート
孤立 -1.857 2.605 0.300 0.925 0.828 0.871 0.730 0.879
情緒的サポート
































































































                                                        






第 4章補論 非活動的信頼は何を意味するのか 
 











































検討を行った。P値とBICをもとに、4 クラス解を採択した 45（表 4.7）。 
表 4.7 潜在クラス数の決定 
 
 次に、推定された 4 クラス解（表 4.8）をみると、先の潜在クラス分析と同一のクラス（一
般的信頼者・非活動的信頼者・地域主義的信頼者・非信頼者）が抽出されていた。 
 












45 BIC 単独で判断すれば 3 クラス解を採択することになるが、3 クラス解と 4 クラス解の
BIC の値にほとんど差がないのに対し、4 クラス解は 3 クラス解よりも大幅に P 値が改善さ
れているため、4 クラス解を採択した。 
L2 df p-value BIC
1クラス 1587.362 755 0.000 -3425.744
2クラス 971.110 744 0.000 -3968.957
3クラス 846.912 733 0.002 -4020.117
4クラス 773.890 722 0.088 -4020.100
5クラス 728.786 711 0.310 -3992.166
6クラス 697.361 700 0.520 -3950.552
7クラス 666.832 689 0.720 -3908.042
8クラス 629.261 678 0.910 -3872.575
9クラス 603.415 667 0.960 -3825.382













                                                        
46 一般的信頼者・地域主義的信頼者が非活動的信頼者・不信頼者に比べ、調査への関心の
度合いが高くなるメカニズムとして次のものが考えられる。すなわち、信頼の水準が高い










クラス構成割合 27.6% 20.7% 30.1% 21.7%
他者への信頼
一般的信頼 64.9% 63.1% 82.4% 18.5%
近隣住民への信頼 76.1% 80.6% 99.2% 19.6%
社会参加
近所の清掃活動への参加 74.3% 90.7% 17.7% 22.5%
ごみ出しの監視への参加 72.5% 82.3% 27.5% 26.5%
ボランティア活動への参加 68.1% 18.3% 1.5% 0.8%
団体参加
地縁団体への所属 93.1% 62.8% 44.7% 37.2%
趣味の会への所属 74.7% 41.0% 36.0% 20.5%
ボランティア組織への所属 83.3% 1.2% 9.3% 5.1%
業界団体への所属 45.6% 16.8% 18.1% 10.7%
調査への関心（Distal変数）




























 本章の構成は以下のとおりである。第 1 節では、マクロ比較という方法で得られた知見
の概略を示すとともに、その問題点を議論する。第 2 節では、地域比較という方法で、結
束型仮説・橋渡し型仮説・複合型仮説という 3 つの仮説の検証を行うための、研究戦略を























して国家を採用している。たとえば、Knack and Keefer (1997)は、国民の一般的信頼の水準











究は次の 2 つの点で批判されるべきものである。1 つは統計手法にかかわる点、もう 1 つは
説明図式にかかわる点である。 
第一の問題点は統計手法にかかわるものであるが、これは生態学的誤謬（Robinson 1950）








方法論的に大きな問題がある。また、Knack and Keefer (1997)は、国民の一般的信頼の水準
と一人あたりの GDP が強い正の関係を示すことを明らかにしたが、国民の一般的信頼の水

































































れる地域をどのように選ぶのか。本章では、以下で述べる 2 つの地域特性に着目する。 
（1）都市度 
都市社会学の多くの研究は、ある地域が都市化するとそこでの社会的ネットワークの構





































都市度の軸と地域内関係完結度の軸を交差すると、図 5.1 のような 4 つの象限ができる。 
 




































































































                                                        
48 『宮城県 暮らしと人間関係についてのアンケート』は、平成 17 年度～19 年度特別研究
員奨励費「文化生成･変容メカニズムについての社会的ネットワークモデルの構築と実証」
（研究代表者：針原素子）の一環として行われたものである。また、『岩手県 暮らしと

















図 5.3 調査対象地の選定方法 
 
                                                                                                                                                                  
区町村内従業率に対し、2 つの主成分を仮定して、主成分分析すると、岩手県でも宮城県で
も 65 歳以上人口率、転入率、転出率、人口密度、第一次産業就業率、家族従業者率を強く
反映した第 1 主成分（都市度の指標と同じ）と自市区町村内従業率を強く反映した第 2 主
















迫町）である。調査対象者は 2006 年 12 月時点で満 25 歳以上 75 歳未満の男女であり、各
自治体から系統抽出法で 500 人抽出した。その結果、標本サイズは 4000 人（500×8 自治体）
であった。各自治体の回収率は表 5.1 のとおりである。 



















　盛岡市 55.6% 　仙台市青葉区 54.6%
　滝沢村 54.6% 　富谷町 57.6%
　奥州市 64.0% 　登米市 64.0%



















































ない（親族：48.2% vs 45.2%、友人：40.7％ vs 42.6%）。いっぽう、都市度が高いところで
は、地域内完結度が高いところの地域外関係率の数値は地域内完結度が低いところに比べ、









































































































わせなのかを検討するために対数線形モデルによる分析を行った（表 5.2 参照）。表 5.2 の
AIC や BIC の値にもとづき、地域住民の信頼の水準も一般的信頼の水準も共にその地域差
のパターンを都市度の軸で説明するモデルを採択した。 


































df G2 P値 AIC BIC
地域住民への信頼
　(TRUC) 0 0 0 0
　(TRU)(TRC)(UC) 1 0.634 0.426 -1.366 -7.128
　(TRC)(TRU) 2 1.076 0.584 -2.924 -14.448
　(TRU)(UC) 2 0.684 0.710 -3.316 -14.839
　(TRC)(UC) 2 7.621 0.022 3.621 -7.903
　(TRU) 3 1.144 0.767 -4.856 -22.141
　(TRC) 3 8.081 0.044 2.081 -15.204
　(UC) 3 7.689 0.053 1.689 -15.596
一般的信頼
　(TGUC) 0 0 0 0
　(TGU)(TGC)(UC) 1 2.720 0.099 0.720 -5.051
　(TGC)(TGU) 2 3.168 0.205 -0.832 -12.375
　(TGU)(UC) 2 2.801 0.246 -1.199 -12.742
　(TGC)(UC) 2 8.393 0.015 4.393 -7.150
　(TGU) 3 3.231 0.357 -2.769 -20.083
　(TGC) 3 8.823 0.032 2.823 -14.491








































図 5.7 社会参加の地域比較 
 地域参加の水準でも政治参加の水準でもその地域差のパターンが、本当に都市度の軸で
説明できるのかを検討するために対数線形モデルによる分析を行った（表 5.3）。表 5.3 の
AICやBICの値にもとづき、地域参加の水準でも政治参加の水準でもその地域差のパターン
を都市度の軸で説明するモデルを採択した 56。 
表 5.3 社会参加に対する対数線形モデル 
 
                                                        




「都市度と地域内関係完結率の関連」で説明するモデル）が採択される。BIC は AIC に比
































df G2 P値 AIC BIC
運動会への参加
　(PSUC) 0 0 0 0
　(PSU)(PSC)(UC) 1 6.356 0.012 4.356 -1.233
　(PSC)(PSU) 2 23.075 0.000 19.075 7.898
　(PSU)(UC) 2 7.460 0.024 3.460 -7.718
　(PSC)(UC) 2 336.904 0.000 332.904 321.726
　(PSU) 3 23.518 0.000 17.518 0.752
　(PSC) 3 352.962 0.000 346.962 330.195
　(UC) 3 337.347 0.000 331.347 314.580
国政選挙での投票
　(PEUC) 0 0 0 0
　(PEU)(PEC)(UC) 1 0.548 0.459 -1.452 -7.237
　(PEC)(PEU) 2 0.829 0.661 -3.171 -14.740
　(PEU)(UC) 2 0.548 0.760 -3.452 -15.021
　(PEC)(UC) 2 34.111 0.000 30.111 18.542
　(PEU) 3 0.834 0.841 -5.166 -22.519
　(PEC) 3 34.398 0.000 28.398 11.044































































表 5.A1 統計指標の主成分分析の結果（岩手県） 
 
 





























































                                                        


























ベースラインとなる 2 つの統計モデルも構築する。 




ijji xY βα  




ijjici xcY ββα  









ijjibici xbcY βββα  




ijjiicbibici xbcbcY ββββα  


















































そこでネットワーク緊密性の度合い ci の偏回帰係数が βc>0 となる場合である。橋渡し型仮
説が支持されるのは、モデル適合度の比較の結果、橋渡し型モデルが採択され、そこで集
















































差（2012 年 vs 2007 年）に由来するものかもしれない。 
表 6.1 回答者全体の信頼の水準 
 
 































表 6.2 ネットワーク変数と属性変数の基礎集計 
 
 





 最小値 最大値 平均値 標準偏差
近隣ネットワークの緊密性 0 9 5.560 2.743
地域外親族率 0 1 0.585 0.278
地域外友人率 0 1 0.439 0.312
年齢 25 74 50.902 12.857
世帯収入 0 1600 589.636 352.220

































図 6.1 近隣ネットワークの緊密性、地域外親族率・地域外友人率、 
地域住民への信頼の水準の関係 
次に、各仮説に対応する統計モデルによる分析 63を行う。まず 5 つの統計モデルの適合度
の比較を行う 64（表 6.4 参照）。Δ－2LLやAIC・BICなどの適合度の指標をもとに判断した
結果、本研究では個人の地域住民への信頼をよりよく説明するものとして結束型モデルを
採択した 65。 


















表 6.4 モデル比較の結果（地域住民への信頼） 
 
採択した結束型モデルのパラメータ推定値をみると、近隣ネットワークの緊密性の指標
が地域住民の信頼の水準に正の影響を与えているのがわかる（表 6.5 参照 66）。これらの結
果も結束型仮説が予測するパターンに一致する。 
表 6.5 結束型モデルのパラメータ推定値 
 
 以上の分析から、個人の地域住民への信頼の水準は結束型仮説によって説明できること
                                                        
66 なお、近隣ネットワークの緊密性、地域外親族率、地域外友人率はそれぞれの平均値を
引くことで正規化している。これは交互作用項を作るときに多重共線性が高くなるのを防
ぐためである（Jaccard and Turrisi 2003）。この正規化の操作は一般的信頼の分析の場合でも
行った。 
-2LL df AIC BIC モデル比較 Δ-2LL Δdf P
A 社会的属性モデル 1945.062 12 1969.062 2021.556
B 結束型モデル 1884.315 13 1910.315 1967.184 A vs B 60.747 1 0.000
C 橋渡し型モデル 1944.591 14 1972.591 2033.833 A vs C 0.472 1 0.492
D ネットワーク加法モデル 1880.102 15 1910.102 1975.720 A vs D 64.960 3 0.000
B vs D 4.213 2 0.122
C vs D 64.488 1 0.000
E 複合型モデル 1880.024 17 1914.024 1988.390 A vs E 65.039 5 0.000
B vs E 4.292 4 0.368
C vs E 64.567 3 0.000
D vs E 0.079 2 0.961
S.E EXP(B)
(切片) -3.540 *** 0.687 0.029
近隣ネットワークの緊密性 0.192 *** 0.025 1.212
年齢 0.007 0.005 1.007
性別（参照：女性） 0.459 *** 0.123 1.583
世帯収入（対数変換） 0.210 ** 0.064 1.233
教育年数 0.058 ✝ 0.032 1.060
農林ダミーa -0.024 0.247 0.977
ブルーカラーダミーa 0.014 0.181 1.014
ホワイトカラーダミーa 0.072 0.172 1.075
専門･管理ダミーa 0.092 0.199 1.097
宮城ダミー -0.291 *** 0.112 0.748
都市低・完結低b -0.118 0.159 0.888
都市高・完結高b 0.227 0.179 1.255




Cox & Snell R2
Nagelkerke R2
N 1539
























図 6.2 近隣ネットワークの緊密性、地域外親族率・地域外友人率、 
一般的信頼の水準の関係 
 
 次に、各仮説に対応する統計モデルによる分析を行う。まず 5 つの統計モデルの適合度





                                                        
67 χ2 検定の結果、この関係は 10%水準で有意なものであった。 
68 χ2 検定の結果、この関係は 5%水準で有意なものであった。 
69 BIC の値をもとにすれば、結束型モデルがデータをよりよく説明できるものとして判断







表 6.6 モデル比較の結果（一般的信頼） 
 




討するために、単純傾斜性の検定（Aiken and West 1991）を行った。その結果、ネットワー
ク緊密性と地域外友人率の交互作用効果については、近隣ネットワークの緊密性が高い場
-2LL df AIC BIC モデル比較 Δ-2LL Δdf P
A 社会的属性モデル 2087.082 12 2111.082 2163.575
B 結束型モデル 2080.609 13 2106.609 2163.477 A vs B 6.473 1 0.011
C 橋渡し型モデル 2084.844 14 2112.844 2174.087 A vs C 2.238 1 0.135
D ネットワーク加法モデル 2076.783 15 2106.783 2172.400 A vs D 10.299 3 0.016
B vs D 3.826 2 0.148
C vs D 8.061 1 0.005
E 複合型モデル 2070.392 17 2104.392 2178.758 A vs E 16.690 5 0.005
B vs E 10.217 4 0.037
C vs E 14.452 3 0.002
D vs E 6.390 2 0.041
S.E EXP(B)
(切片) -1.696 ** 0.624 0.183
近隣ネットワークの緊密性 0.066 ** 0.024 1.069
地域外親族率 0.243 0.245 1.275
地域外友人率 0.234 0.207 1.263
緊密性×地域外親族率 -0.184 * 0.081 0.832
緊密性×地域外友人率 0.135 * 0.068 1.145
年齢 0.006 0.005 1.006
性別（参照：女性） 0.182 0.115 1.199
世帯収入（対数変換） 0.040 0.062 1.040
教育年数 0.066 * 0.030 1.068
農林ダミーa 0.139 0.226 1.149
ブルーカラーダミーa -0.030 0.173 0.971
ホワイトカラーダミーa 0.476 ** 0.165 1.610
専門･管理ダミーa 0.326 † 0.188 1.385
宮城ダミー -0.316 ** 0.106 0.729
都市低・完結低b 0.117 0.147 1.124
都市高・完結高b 0.292 † 0.168 1.340


























図 6.3 ネットワーク緊密性と地域外友人率の交互作用効果のパターン 
 
 















































































 しかし、結束型仮説・橋渡し型仮説・複合型仮説という 3 つの仮説でも説明できない知
見が得られたことにも注意しなければならない。近隣ネットワークの緊密性が低い場合に
は、近隣外部に親族関係があることで、個人は他者一般を信頼するようになる。この知見




































































































表 6.8 各仮説から導き出される予測 
 一般的信頼の発達過程 
 不信⇒特定化信頼 特定化信頼⇒一般的信頼 



















の A 票を用いた。この調査は 2003 年 9 月時点で満 20 歳以上 89 歳以下の男女を対象とした



































































う傾向が見られた（図 6.6 参照）。 
 
図 6.5 居住地域への愛着と一般的信頼の関係 
 















































































項ロジット回帰分析 77を行った。その結果は以下の通りである（表 6.9、図 6.7 参照）。 










標準誤差 EXP(B) 標準誤差 EXP(B)
（切片） -5.472 *** 0.939 0.289 1.053
外国人に近所で会う機会 0.180 * 0.079 1.197 -0.030 0.098 0.971
地域への愛着 0.309 ** 0.109 1.362 0.240 * 0.117 1.272
生協への加入（ダミー） -0.305 0.187 0.737 0.273 0.241 1.314
宗教団体への加入（ダミー） 0.045 0.241 1.046 -0.254 0.280 0.775
趣味のサークルへの加入（ダミー） 0.156 0.180 1.169 0.342 0.259 1.407
年齢 0.011 † 0.006 1.011 -0.008 0.008 0.992
性別（参照：女性） 0.272 † 0.156 1.312 -0.229 0.193 0.795
教育年数 0.047 0.034 1.048 0.054 0.043 1.056
世帯収入 0.340 ** 0.102 1.405 -0.044 0.101 0.957
専門・管理a 0.046 0.275 1.047 0.681 0.454 1.977
事務・営業a -0.166 0.207 0.847 0.689 * 0.285 1.992
ブルーカラーa -0.353 0.218 0.702 0.163 0.248 1.177
農林a -0.525 0.419 0.592 0.329 0.524 1.389
居住年数 -0.001 0.005 0.999 0.010 0.007 1.010
危険地帯ダミー -0.441 ** 0.151 0.644 0.216 0.191 1.241
中小都市ダミーb -0.097 0.190 0.908 0.294 0.233 1.342
町村ダミーb -0.108 0.232 0.898 0.393 0.288 1.481
-2Log Likelihood

























図 6.7 多項ロジット回帰分析の結果のまとめ 
 
6.3 二つの分析のまとめ 










































第 7章 結論と考察 
 
 本章は本研究で得られた知見をまとめるとともに、その含意を議論する。第 1 節では、











当性を社会調査データの計量分析を通じて検証した（第 4～6 章）。 























































 第 3 章の議論から、複合型仮説は人間関係が流動的な社会における秩序形成メカニズム
を説明できる信頼理論となりうるものであることが明らかになったが、理論的に正しいと















 第 5 章では、社会的ネットワークの構成が異なっていると想定される複数の地域の間で、
地域住民の信頼の水準を比較することで複合型仮説を検証した。『暮らしと人間関係につ
いてのアンケート』を分析した結果、特定化信頼については結束型仮説が支持されたが、











































Brehm and Rahn 1997; Paxton 2007）、個人が組織に加入しても一般的信頼の水準は変化しな

















の効果も一貫した結果が得られていない（Smith 2010; Portes and Vickstrom 2011）。人種構
成が多様な地域に住む住民は、そうでない住民に比べ、一般的信頼の水準が低いことを示
































































































































る。じっさい、Macy and Skvoretz (1998)やMacy and Sato (2002)はエージェント・ベースト・
モデルを用いて、上記のようなメカニズムにより、個人が他者一般を信頼するようになる
とともに、一度も相互作用をしたことのない者同士の間で相互協力が達成されることを理





る 81。別のいい方をすれば、スモールワールド・ネットワーク（Watts 1999, 2003）のよう
な社会構造であれば、人間関係が流動的な社会においても協力的な社会関係の構築を可能
                                                        
80 一般的信頼にもとづいて見知らぬ他者と関係を構築した場合、個人はその他者に裏切ら
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